（中山間地域）


○○福祉用具センター指定福祉用具貸与事業運営規程（抜粋）
第○章　指定福祉用具貸与の提供方法、取り扱う種目及び利用料その他の費用の額
（利用料等の受領）

第×条　法定代理受領サービスに該当する指定福祉用具貸与を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当該指定福祉用具貸与に係る居宅介護サービス費用基準額から当該指定福祉用具貸与事業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払を受ける。

　　　２　法定代理受領サービスに該当しない指定福祉用具貸与を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定福祉用具貸与に係る居宅介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないようにする。

　　　３　前２項の支払を受ける額のほか、次に掲げる費用の額の支払を利用者から受ける。

　　　　一　通常の事業の実施地域を越えて指定福祉用具貸与を行う場合に、その地域が厚生労働大臣が定める中山間地域等であるときは、下記の表に従って料金を請求する。
	交通費※×1/3÷10＋福祉用具単位　　　　
	交通費

	
	※交通費を記載


　　　　二　福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用

　　　４　前項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得る。

　　　５　あらかじめ定めた期日までに利用者から利用料又はその一部の支払がなく、その後の請求にもかかわらず、正当な理由なく支払に応じない場合は、当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具を回収すること等により、当該指定福祉用具貸与の提供を中止することができる。

第△章　通常の事業の実施地域
（通常の事業の実施地域）

第□条　通常の事業の実施地域は、○○市とする。

指定福祉用具貸与重要事項説明書（抜粋）

　利用料金

　（１）利用料

　　　　　福祉用具のレンタル料金及び料金については、別添のカタログ（目録）にて説明いたします。

　　　　

　＊ご契約者が未だ要介護認定を受けていない等の場合には、サービス利用料金の全額をいったんお支払いいただきます。要支援又は要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。また、居宅サービス計画が作成されていない場合も償還払いとなります。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。
　（２）特別な運搬にかかる費用

　　　　　福祉用具の搬入・搬出に次の措置が必要な場合は、別途料金をご負担していただきます。

　　　　　　１トン車の使用　　  　１日　○○○○円

　　　　　　２トン車の使用　　  　１日　○○○○円

　　　　　　クレーン車の使用　  　１日　○○○○円

　

　（３）交通費

　　　　　上記１の（１）のサービスを提供する地域にお住まいの方は無料です。

　　　　　それ以外の地域にお住まいの方はで、その地域が厚生労働大臣が定める中山間地域等であるときは、下記の表に従って料金をお支払いただきます。
	交通費※×1/3÷10＋福祉用具単位　　　　
	交通費

	
	※交通費を記載


　

　　　　　　
